
令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 140

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2022年度 2025年度
人 50,598 45,642

回 5 2 5 2 3 3 3 3

件 30 22 30 21 30 30 30 30

時間 3 2.4 3 2.4 3 3 3 3

人/ha 47.0 46.9 47.0 46.7 47.0 47.0 47.0 47.0 47.0 47.0

人 50,000 45,948 50,000 42,990 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

千円 7,339 7,364

千円 7,339 7,364

千円 140 97

千円 14,538 14,630

千円 14,678 14,727 0 0 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 14,678 14,727

千円 14,678 14,727 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 経常事業 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

3

3

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

3

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）委員会等の開催１回あたりのコスト

郡山市中心市街地機能活性化ビジョンの改訂にあたり、
中心市街地活性化庁内推進幹事会を1回
中心市街地活性化庁内推進委員会を1回　開催した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

単位コスト（所要一般財源から算出） 委員会等の開催１回あたりのコスト

事業費

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ

ニーズ

中心市街地活性化に向け、郡山市中心市街地機能活性化ビジョンのもと、市民・事業
者・行政の連携による「こおりやま広域圏」の発展に寄与し、効用を最大化する機能的
な拠点として市街地の活性化が求められる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

△
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

中心市街地活性化推進事業

住民意向分析

平成２２～３０年度実施の「まちづくりネットモニター」及び平成２７年度実施の「商
業者アンケート」等の結果から、中心市街地の活性化を望む声が強い。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

都市政策課

郡山駅周辺の人口密度

中心市街地における一回あたりの滞在時間

指標名指標名

中心市街地におけるイベント開催の件数

少子高齢社会到来や都市間競争激化等社会情勢が大きく変動し、暮らしや
すく持続可能なまちづくりを進めるため、都市機能の集積された中心市街
地で、民間と連携して「活性化」を進めることが重要となっている。国
も、まちづくり３法を改正、中心市街地活性化を推進している。

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度）

まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

単位

手段 意図（目的）

中心市街地の状況を的確に把握・分析しながら、中心市街地活性化基本計画の策定及び基本計画に基づ
く各種施策の進行管理（ＰＤＣＡ）を行う。

中心市街地活性化基本計画に基づく各種施策を官民一体となって展開することにより、中心市街地にお
ける都市機能の増進と経済活力の向上を図る。

2021年度（令和３年度）

○

経常事業

経常事業

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　平成27年度に実施した「まちづくり基礎調査」の結果や平成29年度の中心市街地活性化
懇談会等の意見を踏まえて、「都市計画マスタープラン」及び「立地適正化計画」との整
合を図りながら、中心市街地機能活性化ビジョンの改訂を行った。内部委員での検討を行
い、ペーパーレス化による印刷製本費の削減に努めたことにより、事業費を抑制し、計画
改訂年度にもかかわらず、単位コストを維持している。また、リノベーションまちづくり
勉強会を２回開催し、空きビルなど遊休不動産の利活用を学ぶ機会の提供に努めている。
　こおりやま広域圏の玄関口として、民間投資を誘引し、既存ストックの有効活用などの
施策を展開していくという方向性を示している「中心市街地機能活性化ビジョン」を基
に、関係部局の支援を実施するため、今後においては、マネジメントサイクルによらず、
事業を実施する。

【一次評価コメント】
　こおりやま広域圏の玄関口として、民間投資の誘引や既存ストックの有効活用
等により都市機能の結節点となる中心市街地の各種取組みを示した「中心市街地
機能活性化ビジョン」の改訂・公表を行った。
　今後は、本計画をもとに中心市街地活性化事業を経常業務としてマネジメント
サイクルによらず取り組んでいくこととする。

東日本大震災により取壊された建物の跡地が駐車場や空き地となり、こ
れまでの大型空きビルや空き店舗とあいまって、中心市街地の低未利用
地が増加し、エリアの価値が低下している。

委員会等の開催回数

来街者（中心市街地）

郡山駅周辺の歩行者通行量（休日・平日の加重平均）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画

【政策開発課コメント欄】
　本市の玄関口でもある郡山駅前周辺も含め中心市街地の活性化が本市の賑わい
を創出する上で重要な計画である。計画の策定に当たっては、地元商店街や店舗
経営者、住民などから幅広く意見を聴き、誰もが楽しむことができ賑わいのある
まちづくりを創出する必要がある。

2022年度（令和４年度）2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）

総事業費分析結果

　中心市街地機能活性化ビジョンについて、庁内の委員会等の意見を反映させた上で改訂を行った。
　中心市街地におけるイベント開催の件数は、平成２９年度と比較して１件減少しており、歩行者通
行量にもその影響が出ている。

平成３０年度の主な使途は、中心市街地活性化に関する講習会負担金等である。
中心市街地機能活性化ビジョンの改訂の周知については、ウェブ掲載によるペーパーレス化を図り、印刷製本費の
削減に努めたことから、平成２９年度と同程度の事業費に抑制している。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6480

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2021年度 2025年度
ｋｍ２ 30 36 30 36 15

面 12 10 12 10 12 5 -

面 - - 4 4 20 12 9

面 16 14 28 24 40 45 - - -

面 - - 4 4 24 36 45 45 -

千円 1,758 1,398

千円 1,758 1,398

千円 15,660 17,712

千円 1,921 1,853

千円 17,581 19,565 0 0 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 17,581 19,565

千円 17,581 19,565 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

【政策開発課コメント欄】
　現在の都市計画基盤図は平成18年度に撮影されたものであり、その後、区画整
理事業の進捗や東日本大震災による被害等により大きく地形が変化しており、現
況と大きく異なるため早急な整備が必要と考える。今後は、コスト削減・事務の
効率化の観点からも、必要に応じてこおりやま広域圏内市町村と合同で作成する
など、関係部署と協議の上検討を進める必要があると考える。

2022年度（令和４年度）

総事業費分析結果

概ね計画通り都市計画図の更新が進んでおり、引き続き更新業務を進めていく。
事業費は、都市計画図更新業務の委託費及び本業務に係る人件費である。2018年度においては、基図の更新のほか、
前年までの都市計画情報の一部更新を行うなど、前年度と作業内容を一部変更したことから単位コストが低下してい
る。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

単位コスト（総コストから算出）都市計画図更新１面あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出）

手段 意図（目的）

都市計画区域内の都市計画の基図更新を行い、最新の都市計画図を作成する。 地理情報システム及び都市計画図を購入する市民への行政サービス向上が図れる。

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　都市計画図の更新については、図郭全119面のうち土地利用の変化が著し
い市街化区域45面を対象に令和２年度までに計画的に更新する事業である。
平成30年度は、10面を更新し、基図の更新後に着手予定であった「都市計画
情報更新」を4面行うことができた。そのため、事業費は増加したが、単位
コストが減少し、効率的に事業を推進している。
　最新の都市計画情報の提供及び市民への行政サービス向上に寄与するた
め、今後においては、1/2,500の基図の更新作業を令和２年度までに終了、
都市計画情報の更新作業を令和３年度までの終了を目指し、継続して事業を
実施する。

【一次評価コメント】
　都市計画の基図を更新することにより、最新の都市計画情報の提供及
び市民への行政サービス向上につながることから、引き続き当事業を継
続する。

2016(平成28)年度、市資産税課において、郡山区域の航空写真撮影を
行っており、この画像データを活用し、最新の都市計画の基図更新を進
めていく。

都市計画図更新（デジタル地形図作成）面数

都市計画区域

都市計画情報更新（累計）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画

都市計画図更新１面あたりのコスト

事業費

都市計画図更新事業

住民意向分析

地理情報システムの問い合わせや、都市計画図販売の窓口において、現状に合った都市
計画図の更新が求められている。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

都市政策課

都市計画図更新（デジタル地形図作成）面数（累計）

指標名指標名

都市計画情報更新

都市計画の基図は、平成１８年に撮影された航空写真をデジタル化したも
のであり、それ以降の道路や区画整理事業に伴うインフラ整備及び東日本
大震災の影響による地形、建築物の変化等が反映されていない。

2020年度（令和２年度）
単位

変化の著しい市街化区域を中心に、2020(令和2)年度までに都市計画の基図を更新（デ
ジタル地形図作成）し、2021(令和3）年度までに都市計画情報の更新を行うことで、最
新の都市計画情報の提供及び市民サービスの向上が可能となる。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

成果指標分析結果

ニーズ

ニーズ

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度） 2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度）

今後周辺環境（予測）

人件費

歳出計（総事業費）

予算の範囲内において、概ね策定スケジュールどおり、都市計画図の更新を行った。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 150

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2022年度 2025年度
人 58 58

戸 3 2 4 6 1 6 6 3

回 40 39 41 40 42 43 44 45

％ 32.8 34.6 38.3 38.9 56.9 59.6 65.1 71.8 71.8 100

％ 16.8 18 19.8 24 28.4 31.5 47.2 54.3 54.3 100

％ 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100

千円 81,009 63,929

千円 81,009 44,132

千円 101,903 255,031

千円 19,611 19,865

千円 121,514 274,896 0 0 0 0

千円 0 85,130

千円 0

千円 0

千円 0

千円 121,514 189,766

千円 121,514 274,896 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 拡充

　

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

2022年度（令和４年度）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

仮換地の指定により、計画を上回る建物移転が実施された。
今後も仮換地指定を進めることにより、建物移転が行われ、公共用地が確保できる。

交付金の配分があったことから、計画以上の仮換地指定及び建物移転の進捗が図られ、事業費ベースの
進捗率が4.3％上昇し計画値を上回った。

当該事業では、都市計画道路に社会資本整備総合交付金を充てて事業を進めているが、平成３０年度は交付金の配分
があったため、前年度より事業費が増額となり、計画を上回る建物移転が実施でき、事業を更に進捗させることが出
来た。

【政策開発課コメント欄】
　他の社会資本整備総合交付金事業の進捗もあり、次年度は大幅に交付金を要望
することが見込まれ、要望どおりの配分を受けることが可能となれば、今後の事
業が大幅に進捗することが見込まれる。

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

○

○

周辺の整備事業としては、複数の市街地再開発事業、郡山駅東口広場整
備事業が実施され、立地適正化計画による都市機能誘導区域が策定され
ている。

広報誌「まちづくりニュース」の発刊（累計）

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度） 2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）
単位

全国的な中心市街地の空洞化が問題視されているなか、未だ東日本大震災により被害を
受けて修繕できていない建物等もあり、早急な事業の進捗が必要とされている。

今後周辺環境（予測）

大町土地区画整理事業

住民意向分析

将来に持続可能な効果的かつ効率的なまちづくりが早期に完了することが望まれてい
る。

都市整備部 区画整理課

手段 意図（目的）

賑わいのあるまちなみにするため、土地の入れ替え・集約ができる都市再生区画整理事業を行う。事業用地の先
行取得、建築物等調査算定業務、換地設計業務等を行い、同時に地区内権利者と協働でまちづくりを推進する。
広報誌「まちづくりニュース」を地区内権利者を対象に適時発刊し、事業の情報を伝え、理解を得る。

本地区を魅力ある「郡山市の顔」とし、中心市街地の空洞化を防止し活性化を図る。

2021年度（令和３年度）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画まちづくり基本指針一次実施計画

郡山駅前に至近という好立地条件にもかかわらず、低層木造住宅や空き店
舗が目立ってきており、土地区画整理事業の手法による面的な整備を行
い、都市機能の更新が望まれている。

指標名

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

指標名

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、郡山駅の西側に隣接し、恵まれた立地条件を有する大町地区につ
いて、土地区画整理事業により面的な整備を行い、市街地の活性化を図るもので
ある。
　平成30年度は、社会資本整備総合交付金の配分を受けて事業費が増加したこと
により、計画を上回る６戸の建物移転を行ったところであり、令和元年度は大規
模建築物の移転を予定しており、より一層の事業の推進が見込まれる。
　今後も都市計画道路「日の出通り線」の早期の供用を目指し、令和7年度の事
業完了に向けて、魅力ある「郡山市の顔」を形成するため、継続して事業を実施
する。

４　成果指標
（目的達成度）

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

拡充

継続

継続

代替事業の有無
【一次評価コメント】
　平成２８年度に縦覧を実施した一部区域の仮換地案に基づき、平成３０年度は
６画地の仮換地指定を行い、６戸の建築物移転を行ったことから、事業の進捗が
図られた。
今後も権利者の理解と協力を得ながら、都市計画道路日の出通り線の早期の供用
を目指し事業を進める。

大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－

事業費

一般財源等

公共施設整備率

仮換地指定率

事業費ベースの進捗率

建物移転戸数（単年度）

土地所有者（大町土地区画整理事業）

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

第５次総合計画十次実施計画

ニーズ

ニーズ0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 170

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2021年度 2025年度
人 528 528

ｍ 238 238 0 0 0 0 0

戸 0 0 0 0 0 0 0

箇所 5 0 2 4 9 4 4

％ 100.0 95.8 100 96.4 100 100 100 100 100

％ 100 100 100 100 100 100 100 100 100

箇所 130 125 130 129 141 145 149 149 151

千円 119,505 149,988

千円 119,505 149,988

千円 173,037 69,476

千円 18,171 20,517

千円 191,208 89,993 0 0 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 191,208 89,993

千円 191,208 89,993 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

土地区画整理事業として必要な道路整備は完了している。
売却可能な保留地整地が実施されたことから、保留地販売を行った。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

単位コスト（所要一般財源から算出） 事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

事業費

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ

ニーズ

都市計画道路、公共下水道の整備及び商業施設等の建設が進められ、今後においては公
園等の整備により良好な市街地の形成が実現される。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

富田第二土地区画整理事業

住民意向分析

土地区画整理事業により公共施設の整備、良好な住宅地が形成され地区住民への恩恵を
もたらしていることから、満足度が高い。一部の権利者と換地について意見調整を必要
とするところがある。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

区画整理課

事業費ベースの進捗率

保留地売却箇所数（単年度）

指標名指標名

建物移転戸数（単年度）

市街化区域でありながら、ほとんどが農地であり、民間開発による、住居
が点在していた。

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度）

まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

単位

手段 意図（目的）

土地区画整理事業施行地区内の道路等の公共施設整備、建物移転、宅地整地及び保留地売却を行う。
都市計画道路等の整備による公共施設の適正な配置を行い、計画的な秩序ある市街地形成と快適で調和
のとれた街づくりを図る

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、国道49号、郡山インター線及び諏訪前西ノ山線を幹線道路として
整備し、快適で調和の取れた街づくりを推進するものである。
　平成30年度は、前年度までに整備完了した道路について、道路管理者への引継
ぎに必要な維持補修のみを行ったところである。
　今後においても、令和３年度の換地処分完了に向けて出来形測量等の事務を進
めるため、継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　保留地を含む整地が必要な宅地があることから、引き続き宅地整地を行う。
　地区内の公共施設整備が概ね完了したことから、今後は出来形測量等の換地処
分に向けた事務に着手する。

専用住宅、共同住宅、営業所、事務所、商業施設、病院等の建設が進み
健全な住環境が形成されている。

道路整備延長（単年度）

土地の権利者数

保留地売却箇所数（累計）

仮換地指定率

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画

【政策開発課コメント欄】
　仮換地指定率も99％を超えていることから、事業の早期完了に向け、保留地整
備、保留地処分及び区画道路の整備促進を図るなど、継続して事業を実施する。

2022年度（令和４年度）2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）

総事業費分析結果

保留地整地が実施されたため、保留地売却を行った。
保留地を含む宅地整地を実施したことにより、事業の進捗が図られた。

事業費については、平成２９年度に必要な道路整備が完了し、平成３０年度は道路管理者への引継ぎに必要な維持補
修に関する費用のみとなり、工事費が減少したため、平成２９年度事業費を下回った。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 180

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2022年度 2025年度
人 402 402

ｍ 15.0 15 87.6 88 150.0 0.0 0.0 710.9

戸 3 3 2 2 0 2 0

％ 84.6 76.5 89.0 80.3 90.0 92.2 94.5 97.0 97.0 100

％ 80.4 80.9 80.4 81.6 80.4 80.4 80.4 80.4 95.0 100

ｍ 7,864.9 7,865 7,952.6 7,953 8,102.6 8,120.6 8,120.6 8,813.5 8,813.5 10,989

千円 139,889 148,775

千円 129,363 117,144

千円 243,031 538,858

千円 22,758 26,488

千円 265,789 565,346 0 0 0 0

千円 100,197

千円

千円 20,000 20,000

千円

千円 245,789 445,149

千円 265,789 565,346 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

【政策開発課コメント欄】
　平成37年の完了に向け、街路事業と連携を図りながら計画的に整備を進める必
要がある。

2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針二次実施計画まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

ニーズ

ニーズ

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

当該地区では、都市計画道路東部幹線整備を中心に事業を進めているが、平成３０年度は郡山インター線
から東部幹線の橋梁区間の工事箇所に乗入れ可能となるように搬入路整備と郡山インター線の改良工事を
行った。

１　規模・方法の妥当性

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度） 2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度）

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

事業費

伊賀河原土地区画整理事業

住民意向分析

土地区画整理事業が長期間継続しているため、一部権利者から移転先の宅地整地、区画
道路の整備についての要望が出されるなど、早期の事業完了が望まれている。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

区画整理課

事業費ベースの進捗率

指標名指標名

建物移転戸数（単年度）

中心市街地から近郊に位置しており、中心市街地と周辺部を結ぶ幹線道路
等の整備と計画的な市街地整備が必要な地域だった。

2020年度（令和２年度）
単位

さらなる土地区画整理事業の推進により、周辺地区との道路網の確立に併せた一体的な
都市基盤の整備が具現化される。この面的整備の促進により安全・安心で快適な生活基
盤が整備される。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

手段 意図（目的）

土地区画整理事業施行地区内の道路等の公共施設整備、建物移転、宅地整地及び保留地売却を行う。
中心市街地と周辺部を結ぶ交通体系の確立と計画的な都市基盤の整備により、水害等の災害の防止を図
り、健全で新しい市街地の形成に努める

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、郡山インター線及び東部幹線を中心に面的な整備を行い、中心市
街地と周辺部を結ぶ交通体系の確立と計画的な市街地整備を図るものである。
　平成30年度は、前年度より多くの社会資本整備総合交付金の配分を受け、東部
幹線橋梁工事区間への搬入路整備、郡山インター線改良工事及び建物移転を行っ
た。
　地区内の権利者から、移転先の宅地整地や道路整備について要望が出されてお
り、都市基盤の整備を推進するためにも、継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　当該事業では、地区内に位置する東部幹線の環状道路としての整備が急がれて
いるが、整備効果を上げるためにも接続する道路の整備を併せて実施していく。
　地区内の権利者から換地先の土地利用や未整備宅地の維持管理について要望が
出されているため宅地整地についても継続して実施し、事業の進捗を図る。

土地区画整理事業が進み道路、公園等の整備により健全な居住環境とし
て形成してきている。都市計画道路東部幹線の早期開通が望まれてい
る。

道路整備延長（単年度）

土地の権利者数

道路整備延長（累計）

仮換地指定率

総事業費分析結果

道路整備、建物移転を実施したことにより、更なる道路整備や道路用地の確保、他の建物移転が可能と
なり、事業の進捗が図られた。
仮換地を指定したことにより、建物移転が実施できた。

当該事業では、都市計画道路に社会資本整備総合交付金を充てて事業を進めているが、平成３０年度は交付金の配分
があったため、前年度より事業費が増額となり、道路整備、建物移転と実施でき、事業を更に進捗させることが出来
た。

○

継続

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 210

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2022年度 2025年度
人 439 439

ｍ 209.5 210 112.6 321 180.0 0.0 102.5 100.0

戸 2 2 2 1 0 0 0 0

％ 40.4 40.4 45.9 45.2 46.8 48.7 51.7 53.6 53.6 100

％ 52.9 55.1 52.9 55.2 52.9 52.9 52.9 52.9 52.9 100

ｍ 5,284.2 5,284 5,396.8 5,605 5,576.8 5,576.8 5,679.3 5,779.3 5,779.3 13,941

千円 126,148 155,434

千円 67,182 112,645

千円 821,110 718,602

千円 36,696 27,483

千円 857,806 746,085 0 0 0 0

千円 280,969 150,387

千円

千円 120,000 55,000

千円

千円 456,837 540,698

千円 857,806 746,085 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

都市計画道路笹川大善寺線は優先的に整備を進めた結果、今年度に暫定供用が開始されるため、整備延長
が上昇している。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

単位コスト（所要一般財源から算出） 事業費ベースの進捗率１％あたりのコスト

事業費

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ

ニーズ

土地区画整理事業の進捗により、幹線道路が整備され、地区内の更なる土地利用が図ら
れる。地区内の道路整備と併せて河川の整備が実施されることにより、地区住民にとっ
て安全、安心で快適な生活基盤が形成される。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

徳定土地区画整理事業

住民意向分析

多くの住民は協力的であり、幹線道路整備についても理解が得られている。一部の権利
者とは事業の進め方、換地について意見の調整を必要とするが、全体としては、早期の
宅地整地、公共施設整備を望んでいる。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

区画整理課

事業費ベースの進捗率

指標名指標名

建物移転戸数（単年度）

当地区は、道路の道幅が狭いことから緊急車両が通行できない。大雨の際
には内水被害を受け、さらには開発等により宅地のスプロール化が進んで
いる。

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度）

まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

単位

手段 意図（目的）

お知らせ（まちづくり通信）を発行し事業状況を周知する。土地区画整理事業施行地区内の道路等の公
共施設整備、建物移転、宅地整地及び保留地売却を行う。

中心市街地及び、国道４９号へのアクセスと公共施設の整備改善を図り、無秩序に市街化が進む地区内
を健全な都市基盤に整備する

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、隣接する私立大学の影響により宅地化が進む一方で道路幅員が狭
い徳定地区について、良好な住宅環境を目指し、道路や河川を含む面的整備を進
めるものである。
　平成30年度は、都市計画道路「笹川大善寺線」の暫定２車線での早期供用開始
に向けて、道路整備を他地区よりも優先して実施した。建物移転戸数は計画値に
は至っていないが、1戸の移転を実現する等、事業として着実に進捗している。
　「笹川大善寺線」の開通の見通しが立ったことから、今後は、当該路線に接続
する道路の整備や宅地整地を推進するため、継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　都市計画道路笹川大善寺線が今年度に暫定供用が開始されるが、整備効果を上
げるためにも、接続する他の都市計画道路、区画道路の整備に着手する必要があ
る。
　道路整備を優先したため、宅地整地が遅れている区域があるため、建物移転、
宅地整地を進める必要がある。

土地区画整理事業が進み、道路整備が図られ徐々に市街地形成が進んで
いる。都市計画道路笹川大善寺線の地区内と地区外部分で整備が進み、
広域交流促進道路として供用が間近となっている。

道路整備延長（単年度）

土地の権利者数

道路整備延長（累計）

仮換地指定率

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画

【政策開発課コメント欄】
　街路事業である笹川大善寺線が今年度中に暫定共用を開始するため、大幅に事
業が進捗した。今後は、当該路線の前面共用、周辺の環境整備に向け計画的に整
備を進める必要がある。

2022年度（令和４年度）2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）

総事業費分析結果

他地区よりも優先的に事業費の配分を行い事業をすすめているため、事業の進捗率が上昇している。
市として都市計画道路笹川大善寺線の整備を優先に事業を進めているため、当該地区は他地区よりも事業費が多額に
なっている。平成３０年度は供用開始を目指す中で未整備であった限られた箇所のみの施工となったことから事業費
は前年度を下回った。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1140

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2021年度 2025年度
箇所 31 31

箇所 2 2 1 1 1 2 2 3

％ 35 35 39 39 45 52 58 68 58 90

箇所 11 11 12 12 14 16 18 21 18 28

千円 7,215 9,848

千円 7,215 9,848

千円 12,118 8,964

千円 2,312 884

千円 14,430 9,848 0 0 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 14,430 9,848

千円 14,430 9,848 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3

4

4

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

ニーズ

ニーズ

【政策開発課コメント欄】
　地域住民の憩いの場として公園整備の要望があること及び災害時の避難場所と
しての機能確保の観点から、今後も計画的に取組んでいく必要がある。

2022年度（令和４年度）

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

総事業費分析結果

計画的に整備を実施したことから、公園整備率が増加し、公園の機能向上が図られた。
整備を実施した公園数が減少したこと、また、前年度に比べ単位コストは増加したものの、人件費が削減となったこ
とから、総事業費が減額となった。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

計画通り1公園の整備を実施したため、公園整備数が増加した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）整備着手公園１箇所あたりのコスト

2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）
単位

単位コスト（所要一般財源から算出） 整備着手公園１箇所あたりのコスト

事業費

公園整備事業

住民意向分析

こどもの遊び場となる小規模公園等、身近に利用できる公園の整備が望まれている。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

公園緑地課

街区公園整備率

指標名指標名

市が行う公園整備事業の他、住宅団地開発や土地区画整理事業による公園
整備も加わり、地域住民の憩いの場、活動の場としての整備が開始され
た。

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度）

土地区画整理事業区域内の公園予定地については、未整備箇所があること、また、市街
地近郊への公園整備の要望があることから、今後も継続的に公園の計画・整備が必要で
あると思われる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

手段 意図（目的）

地域住民からの公園整備の要望を踏まえ、区画整理地内における公園予定地について、年次計画に基づ
き整備を進める。

地域住民の憩いの場、活動の場として、日常的な利用に供される都市公園の整備を図る。

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、地域住民からの公園整備の要望を踏まえ、区画整理地内における
公園予定地について、年次計画に基づき整備を進めるものである。
　平成30年度は、喜久田東原２号公園（0.33ha）の整備を行い、31箇所の整備が
必要な公園のうち、累計12箇所の整備が完了した。
　今後においても、区画整理によって対象公園の変更は生じるものの、令和８年
度の事業完了を目指すため、計画的な進捗を図りながら継続して事業を実施す
る。

【一次評価コメント】
　地域住民から憩いや活動の場としての公園整備の要望があること、また、災害
時においては避難場所としての機能の確保ができることから、年次計画に基づき
継続して事業を実施する。

土地区画整理事業区域内の公園予定地について、地域住民から憩いや遊
び場としての公園整備の要望がある。

公園整備着手数（単年）

整備が必要な公園数

公園整備数（累計）

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1150

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2021年度 2025年度
箇所 156 156 156 156 156 156

件 1 1 2 2 4 6 7 3

件 1 0

％ 71.8 73.1 75.6 79.5 84.0 85.9 84.0

箇所 112 114 118 124 131 134 131

千円 7,459 6,946

千円 7,459 6,946

千円 6,482 13,008

千円 977 884

千円 7,459 13,892 0 0 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 7,459 13,892

千円 7,459 13,892 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4

4

4

【政策開発課コメント欄】
　老朽化した公園トイレの改修は利用者の快適性や衛生面からも必要であるた
め、今後も計画的に取組んでいく必要がある。

2022年度（令和４年度）

まちづくり基本指針二次実施計画まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

ニーズ

ニーズ

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

計画通り2公園のトイレの改築を実施したため、改修件数が増加した。

１　規模・方法の妥当性

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度） 2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度）

単位コスト（総コストから算出）公園トイレ改築１件あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 公園トイレ改築１件あたりのコスト

事業費

公園トイレ整備事業

住民意向分析

　整備により利便性・快適性が向上し、公衆衛生等の面からも好評であるが、未整備箇
所については早急な整備を求められている。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

公園緑地課

公園トイレのＵＤ対応率

指標名指標名

公園トイレの新築件数（単年度）

　公園築造当時の老巧化している和式トイレが多く、住民から改築を求め
る要望があり、公園利用者の利便性・快適性の向上を図るために整備が開
始された。

2020年度（令和２年度）
単位

　整備済件数は着実に増加しているが、今後は障がいのある人や育児等に対する意識の
高まりから、誰もがより一層安心・安全に利用できるような施設の整備を求める要望が
高まると予想される。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画

手段 意図（目的）

公共施設総合管理計画個別計画に基づき、多目的トイレを備えた改築を進める。 トイレのユニバーサルデザイン化を進め、施設利用者の利便性の向上を図る。

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、施設利用者の利便性の向上のため、137箇所の公園の156箇所のト
イレを対象にユニバーサルデザイン化を進めていく事業である。
　平成30年度は、菜根東公園及び伊勢下公園のトイレの改築工事を行い、ユニ
バーサルデザイン化が図られたトイレは累計114箇所となり、73.1％の対応率と
なっている。
　トイレの老朽化の状況や築年数、上下水道料金から見た利用量などを点数化し
ながら、計画的に実施しており、公園利用者の利便性の向上が図られている。
　今後においても、トイレのユニバーサルデザイン化を進めていくことで、利用
環境の快適化が図られることから、今後も継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　トイレの老朽化状況や利用状況などを踏まえ、計画的にユニバーサルデザイン
化を進めていくことで、利便性や快適性の向上が図られることから、公共施設等
総合管理計画に基づき継続して事業を実施する。

　地元要望箇所及び下水道整備済地区のトイレについて、重点的に下水
道接続及びユニバーサルデザイン化への改築を行うことで衛生面等が改
善している。

公園トイレのＵＤ改築件数（単年度）

公園トイレ数

ＵＤに対応した公園トイレの数

総事業費分析結果

計画的にトイレの改築を実施したことから、公園トイレのＵＤ対応率が増加し、利便性や快適性の向上
が図られた。

前年度と比較し、ＵＤ化を図ったトイレ数が増えたことから総事業費は増加したが、建築等に係る仕様の変更によ
り、単位コストについては減少した。

○

継続

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 1200

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2021年度 2025年度
箇所 39 47
箇所 3 3 0 0 2 2 3 2

件 1 1

％ 45 44 44 36 46 51 54 62 47 72

箇所 17 17 17 17 19 21 24 26 24

千円 3,590 －

千円 3,590 －

千円 8,554 8,748

千円 2,217 3,102

千円 10,771 11,850 0 0 0 0

千円 0 4,374

千円 0 0

千円 0 0

千円 0 0

千円 10,771 7,476

千円 10,771 11,850 0 0 0 0

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

把握できない

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

把握できない

4

4

【政策開発課コメント欄】
　公園遊具利用者の安全性の確保や環境改善のために必要な事業であり、今後も
計画的に取組んでいく必要がある。

2022年度（令和４年度）2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）

総事業費分析結果

公園施設長寿命化計画の策定に伴い、対象となる公園数が増加したことにより、公園再整備率が減少し
た。
今後は、計画に基づく整備を行い、進捗を管理する。

改修が生じなかったため、単位コストは把握できないものの、公園施設長寿命化計画を策定したため、事業費・人件
費ともに増加している。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

手段 意図（目的）

公園の開設経過年数や施設の老朽化状況を踏まえ、市民のニーズに合わせた改修を計画的に進める。
老朽化した公園の施設について、「遊具の安全に関する規準」に基づく改修・更新を行い、遊具の安全
確保及び公園の快適性の向上を図る。

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　当該事業は、老朽化した公園施設について、「遊具の安全に関する基準」に基
づいた改修・更新を行い遊具の安全確保による快適化を図る事業である。
　平成30年度においては、「公園施設長寿命化計画」の策定を優先して行ったた
め、改修した施設がないものの、長寿命化計画の策定により、対象施設が47施設
に増加した。対象施設の増加に伴い、公園再整備率が減少しているものの、これ
は、次年度以降計画的に事業を推進するためである。
　今後においては、この47施設を計画的に更新・改修を行うため、継続して事業
を実施する。なお、今後「開成山公園」におけるPark-PFIを検討しているが、新
たな事務事業として、より一層のPPPの推進を図る必要がある。

【一次評価コメント】
　老朽化した公園施設について、市民のニーズに合わせた改修を進めていくこと
で、利用者の安全確保や環境改善、また、公園としての機能の保全・向上が図ら
れることから、策定した公園施設長寿命化計画に基づき継続して事業を実施す
る。

　経年変化による施設の老朽化が著しく、安全で快適な利用環境が求め
られており、国交省の「都市公園における遊具の安全確保に関する指
針」が改訂（Ｈ26.6月）されたことから、公園施設の配置替えが必要と
なっている。
　また、セーフコミュニティ推進の取り組みの一環として、地域住民と
協働で安全・安心なまちづくりを目指している。

機能が向上した公園の数（単年）
改修が必要な公園数

機能が向上した公園の数（累計）

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画

公園改修事業

住民意向分析

　安全・安心かつ快適に利用できる施設改修の要望が寄せられている。また、高齢者や
障害者等、誰もが使いやすい公園として、ユニバーサル化への改修要望も寄せられてい
る。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①
対象指標

公園緑地課

公園再整備率

指標名指標名

公園施設長寿命化計画策定

　公園の開設から長期間が経過したことにより、施設の老朽化が進み、既
存公園のグレードアップ化（施設の改修・更新）が要求され、事業を開始
した。

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度）

まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

単位

　公園施設の機能保全（改修・更新）を行うことで、施設の充実が図られるとともに、
公園利用者の利便性・快適性の向上が図られる。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ

ニーズ

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）改修１箇所あたりのコスト

公園施設について、安全性の確保及びライフサイクルコスト縮減の観点から、計画的な改築等に係る取組
みを推進し、施設の更新を効果的・効率的に行っていくため、公園施設長寿命化計画を策定した。
今後は、計画に基づく改築・更新を行い、施設の老朽化に対する安全対策の強化を図っていく。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

単位コスト（所要一般財源から算出） 改修１箇所あたりのコスト

事業費

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

把握できない

把握できない



令和元年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5806

１　事業概要
広域事業

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 2021年度 2025年度
社 306 325

件 834 986

日 90 49

件 4,146 1,317

件 0 0 0 1

千円 15,000 16,354 15,000 16,719 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

円 0.7 0.7

円 0 0

千円 889 252

千円 12,216 12,082

千円 13,105 12,334 0 0 0 0

千円

千円

千円

千円 16,354 16,719

千円 -3,249 -4,385

千円 13,105 12,334

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

3

4

4

人件費

歳出計（総事業費）

単位コスト（総コストから算出）手数料収入１円あたりのコスト

　屋外広告物の許可申請を通じて適正な広告物の掲出を図るとともに、違反広告物に対する市内パトロー
ル及び簡易除却を実施した。

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

単位コスト（所要一般財源から算出） 手数料収入１円あたりのコスト

事業費

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

ニーズ

ニーズ

 はり紙、はり札等の違反広告物は、インターネット等の普及により減少が見られるも
のの、今後も引き続き掲出されると考えられ、広告物の許可申請及びパトロール等を通
じて、適正な規制、誘導が必要である。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

政策体系

4 豊かなまちなみがあり、誇りと魅力あふれるまち

－
大綱（取組） Ⅴ「暮らしやすいまちの未来」

屋外広告物指導業務

住民意向分析

　近年の景観に対する市民意識の向上とともに、はり紙等に対する苦情等も市民から寄
せられている。

都市整備部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

開発建築指導課

屋外広告物事故件数

違反広告物簡易除却件数

指標名指標名

パトロール日数

 平成９年の中核市移行に伴い、屋外広告物に関する事務が県から委譲され
た。

平成30年度実施事業に係る事務事業評価

2017年度（平成29年度）

まちづくり基本指針一次実施計画第５次総合計画十次実施計画

単位

手段 意図（目的）

①屋外広告物の許可（新規、変更、更新　等）
②違反広告物への対応（調査、指導、簡易除却、一斉除却　等）
③屋外広告業者の指導（登録、講習会の開催　等）

　屋外広告物及び屋外広告業について必要な規制を行うことにより、良好な景観の形成と風致を維持
し、また事故等による市民への危害を防止することを目的とする。

2021年度（令和３年度）

○

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
　屋外広告物の許可や日々のパトロールによる指導等を行い、違反広告物を簡易
除去することにより、良好な景観の形成と風致を維持し、屋外広告物事故件数が
ゼロであるなど市民への危害防止に寄与している。
　違法広告物が減少したことに伴い、パトロールの回数も減少しているが、これ
は、屋外広告物の規制及び誘導の成果と言える。また、歳出を超える手数料収入
があることから、効率的な事業の展開及び税外収入の確保に繋がっている。
　今後においても、セーフコミュニティの取組みの１つとして、適正な規制を実
施し、広告物事故の発生防止に努めながら継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　屋外広告物に対する指導や違反広告物への対応を継続的に実施したことによ
り、良好な景観の形成が図られていることから、今後も継続して事業を実施す
る。

 条例に基づく申請等による適切な規制、誘導を図るとともに、違反広告
物についてはパトロール・一斉除却等を実施し、良好な景観形成の推進
を図っている。

屋外広告物許可申請件数

屋外広告業者登録数

許可申請に係る手数料収入

まちづくり基本指針まちづくり基本指針五次実施計画まちづくり基本指針四次実施計画まちづくり基本指針三次実施計画まちづくり基本指針二次実施計画

【政策開発課コメント欄】
　市民及び事業者に周知を図るなど適正な規制を実施しながら、良好な景観を形
成するため、継続して取組んでいく必要がある。

2022年度（令和４年度）2018年度（平成30年度） 2019年度（令和元年度） 2020年度（令和２年度）

総事業費分析結果
　違反広告物は減少傾向にあり、今後も継続して屋外広告物の規制及び誘導を行う。 　平成29年度に屋外広告物規制図を作成したため、前年度と比較し事業費・人件費ともに減少した。屋外広告物の許

可申請にかかる手数料収入については、適正な規制と指導により、Ｈ25：13,799千円、Ｈ26：14,410千円、Ｈ27：
16,109千円、Ｈ28：17,218千円、H29:16,354と千円と概ね増加傾向であり安定した収入を確保している。

○

継続

５　活動指標
（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）
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